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各 位 
 

“モノづくり”の視点からのフードテック 
～チャンスと可能性が広がる食ビジネス～ 

 
 

株式会社いよぎん地域経済研究センター（略称ＩＲＣ、社長 重松 栄治）は、このたび標記の調査結

果をとりまとめましたので、その概要をお知らせします。 

なお、詳細は2023年3月1日発行の「IRC Monthly」2023年3月号に掲載しています。 

記 
 
【調査概要】 
 

 国内外の「食」を取り巻く大きな問題点として、①世界人口の増加による食料問題 ②食品ロスの

問題 ③労働力の問題が挙げられる。 

 これらの問題点を解決する手段として、「フード（食）」と「テクノロジー」を融合させた「フード

テック」が注目されている。フードテックの世界市場規模は、既存の食品関連市場を含めると 2050

年には 700 兆円になると予測され、ビジネスとして大きな可能性がある。とくに、南予の一次産業

と東予の二次産業などモノづくり企業のビジネスにつながる可能性は大きい。 

 愛媛では、2021 年 12 月に EFI（Ehime Food Innovation）コンソーシアムが設立され、フードテッ

クの取組みに注力している。設立後１年余りで、新たなプロジェクトも生まれ始めている。 

 “モノづくり”の視点では、①プレーヤーの連携拡大 ②資金確保 ③消費者への訴求 が課題と

なるが、あらゆる業種の取引先を有する金融機関の積極関与と、プレーヤーによる情報収集と発信

が欠かせない。 

 愛媛のフードテックは、地域における取組みとしては全国的にも進んでいると評価されている。成

功体験を積み上げることが食をめぐる課題解決の起爆剤となり得る。県内企業が企業価値を高めて

存在感を示すことで、「フードテック先進県」としての地域価値も高めていくことを期待したい。 

以 上 

 

 

 

 

 
 

【本件に関するお問い合わせ】 株式会社いよぎん地域経済研究センター（担当：福田） TEL（089）931-9705 

ＮＥＷＳ ＲＥＬＥＡＳＥ 



2 

はじめに 

食料不足や飢餓が問題視されている一方、環境

に優しい生産方法や、健康と美容を意識した食へ

の関心も高まるなど、食品の分野で大きな変化が

起きている。これらの課題を解決するカギとして、

『フードテック』が期待されている。 

今回は、国内外の食を取り巻く環境を整理し、

モノづくりの視点からフードテックに取り組む

意義や方向性をレポートする。 
 

１．国内外の「食」を取り巻く状況 

（１）世界人口の増加による食料問題 

 日本ではすでに人口減少が進み、食品関連産業

の国内マーケットも人口減少に合わせて縮小する

とみられる。しかし、世界では未だ人口は増加し

ており、2050 年には 97億人になると予想される。

人口増加と新興国の経済発展に伴い、食料需要は

10 年の 1.7 倍になる見通しだ（図表－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

日本の食料自給率は 38％（カロリーベース）と

低い。しかも、最近では地政学リスク、為替リス

クなどで調達価格は上がっている。日本にとって

も世界の食料問題は無視できない。 
 

（２）食品ロスの問題 

 世界的な食料不足が懸念される一方、無駄にな

る食品が多く存在する。世界全体での食品ロスの

量は年間約９億トン（2019 年）で、人が消費する

ために生産された食料の約3分の 1の量にあたる。 

日本では年間約520万トンの食品ロスが発生し

ているが、政府は 30 年度までに 00 年度比で半減

させる目標を掲げている（図表－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）労働力の問題 

 人口増加のなかにあっても、世界の農業分野の

雇用者数は 2004 年以降減少傾向で、50 年には５

億人を切る見通しだ（図表－３）。従事者の高齢

化や人手不足は世界共通の問題といえる。機械化

で効率は高まり、１人あたり生産額は増加してい

るが、50 年の食料需要をカバーするには、１人あ

たり生産額ベースで 2010 年の 3.6 倍に高める必

要がある。 

 また、日本の労働生産性をみても、一次産業や

食料品製造業の労働生産性は他の産業に比べて

低い。労働力が減少するなかで食料需要を充足さ

せるためには、食品関連産業の生産性を向上させ

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２．フードテックの活用による問題解決への期待 

先に述べた問題点を解決する手段として「フー

ドテック」が注目され、広がりを見せている。 
（１）フードテックとは 

フードテックとは「フード（食）」と「テクノ

ロジー」を融合させることを指す。 

【図表－１】世界の人口と食料需要予測 

【図表－２】食品ロス量の推移と削減目標（日本） 

【図表－３】農業雇用者数と１人あたり生産額の推移（世界） 
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フードテックは、食品関連企業だけでなく、さ

まざまな企業が連携して、将来起こりうる食にま

つわる社会課題解決から逆算して新たなビジネ

スチャンスを獲得するものだ。 

 これまでの産業振興策で取り組まれた「農商工

連携」は、一次産業生産者と食品加工業者が連携

するもので、現状の経営課題解決のために新商

品・高付加価値を提供することが焦点となる。 
 

（２）市場規模は約280兆円に 

 2020 年におけるフードテックの世界市場規模

は 24 兆円ほどだが、50 年にはその 10 倍以上に拡

大するといわれている（図表－４）。既存の食品

関連市場を含めると700兆円規模になると予測さ

れ、今後のビジネスに大きな可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）日本でも徐々に投資が進む 

フードテック市場への投資も盛んだ。21 年の世

界の投資額は 517 億ドル（約６兆円）で、20 年の

倍近くに達する（図表－５）。国別の投資額では、

米国が抜きんでており、日本は上位 10 カ国にも

入っていない（図表－６）。政府は 20 年にフード

テックの支援を本格化。その結果、21 年の日本の

投資額は 4.8 億ドル（500 億円強）と前年から倍

増したが、諸外国に比べるとまだ見劣りする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．県内のフードテックの取組と課題 

愛媛には、優れた産業や農林水産物が存在する。

一方で、同様の地域資源は全国各地にあり、地域

間の競争は激しい。そこで県は食に関して、これ

までの施策を生かし、より重点的な振興政策でさ

らなる差別化を図るため、ＥＦＩ（Ehime Food 

Innovation）コンソーシアム（以下、ＥＦＩとい

う）を 2021 年 12 月に立ち上げた。 

（１）ＥＦＩの構成 

ＥＦＩは、公的機関と商工団体、食品業界、教

育機関からなる「支援会員」と、約 110 団体の「参

画会員」で構成される（図表－７）。 

具体的には、専門家を招いた勉強会の実施（過

去６回開催）や、会員同士の交流イベントを開催

している。ほかにも、スマート養殖・農業など将

来性の高い分野に対する支援や、県内企業と大企

業のコラボレーションによる新規事業創出など、

活動内容は幅広い。設立後１年余りで、新たなプ

ロジェクトも生まれ始めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表－４】世界のフードテック市場規模予測 

【図表－５】世界のフードテック分野への投資額推移 

【図表－６】農業雇用者数と１人あたり生産額の推移（世界） 

【図表－７】ＥＦＩの構成イメージ 

資料：愛媛県の資料をもとにＩＲＣ作成 
注：支援会員数、参画会員数は 2022 年 10 月 20 日時点 
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（２）県内における取組の課題 

県内でもフードテックへの動きは進んできてい

るが、同時に課題も浮き彫りになってきた。“モ

ノづくり” の視点では、次の２点が挙げられる。 

Ａ．プレーヤーの連携拡大 

県内には、南予を中心とした食料品の生産およ

び加工メーカーや、東予の機械産業など優れた技

術を持つ産業基盤がある。しかし同じ県内でも、

異なる業種や企業の情報は十分に持ち合わせて

いないことが取材を通して分かった。ネットワー

クが狭いと、斬新なアイデアやイノベーションは

生まれにくい。幅広い業種の企業が連携する仕組

みとしてＥＦＩがあるが、これが十分に機能する

体制作りが望まれる。 

Ｂ．資金確保  

 取組を進めるうえで生じる問題のひとつに、投

資コストがかさむことが挙げられる。投資費用の

面をクリアしやすい大企業に比べ、中小企業にと

って資金確保の課題は最大の関門ともいえる。 

Ｃ．消費者への訴求  

 従来のビジネスは、プロダクトアウトとマーケ

ットインの考え方が主流だった。 

今後、フードテックの取組で重要なのは、アウ

トサイドイン、インサイドアウトの考え方だ。し

かし、取組を実りあるものにするには市場が形成

されなければならない。たとえば、昆虫食はまだ

抵抗がある消費者が多く、市場は黎明期にある。

図表－８のように、「社会」と「企業」の間に生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

じるギャップを埋める活動で、自社の存在意義や

強みを発揮する商品・サービスを消費者に訴求し

ていくことが求められる。 
 

４．課題解決に向けた方向性・可能性と展望 

前述した課題の解決に向けて、ＥＦＩを軸にし

て対応策を整理した。 

（１）積極的な金融機関の関与 

金融機関は、あらゆる業種の取引先を抱えてお

り、これまで関わりのなかった企業同士の橋渡し

が期待されている。さまざまな企業が関わること

で、マッチングや連携が生まれ、資金需要も生ま

れてくる。金融機関、企業で Win-Win となる活

動が期待される。 
 

（２）情報の収集と発信 

前述した課題解決に向けて、情報の収集と発信

は欠かせない。県や、えひめ産業振興財団はさま

ざまな補助金・助成金など支援策の情報を持って

いる。ＥＦＩの会員にもさまざまなニーズやシー

ズがある。企業は、これらの情報を収集するとと

もに、自社の技術力や熱意・情熱を広く発信する

ことでチャンスは生まれてくる。 

情報発信に関して、ＥＦＩはデジタルマーケテ

ィングのワーキンググループを立ち上げて伴走

支援を行っている。企業は、これらを活用するこ

とで訴求力を高める糸口にしたいところだ。 

 

まとめ 

 ＥＦＩは他県に先駆けて設立されたプラット

フォームで、地域における取組としては全国的に

も進んでいると評価されている。今後もさまざま

な業種の企業がかかわり、成功体験を積み上げな

がら発信を強化していくことが、食をめぐる課題

解決の起爆剤となり得る。県内企業が企業価値を

高めて存在感を示すことで、「フードテック先進

県」としての地域価値も高めていくことを期待し

たい。 

（福田 泰三） 
 

【図表－８】フードテックビジネスの考え方 


